
⊥
日日温室効果ガス削減向け

「SBT」取得協

総
合
土
木
建
設
、
不
動
層
業
の
六
協
（
本
社
下
諏
訪
町
、
河

西
徹
社
長
）
は
今
月
、
パ
リ
協
定
が
求
め
る
水
準
に
整
合
し
た

科
学
的
根
拠
に
基
づ
く
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
の
目
標
を
掲
げ
、

持
続
可
能
な
企
業
と
認
め
る
国
際
認
証
「
S
B
T
」
を
取
得
し

た
。
取
得
済
み
の
企
業
は
世
界
で
2
3
1
0
社
、
国
内
で
は
3

6
9
社
（
3
月
1
日
現
在
）
。
県
内
の
中
小
企
業
で
2
社
日
、
建

設
業
で
は
初
の
取
得
（
2
0
2
2
年
1
2
月
末
現
在
）
と
い
う
。

（
日
比
野
真
由
美
）

県
内
中
小
企
業
で
2
′
社
日

同
認
証
は
環
境
関
連
の
国
際
的

な
四
つ
の
機
関
が
運
営
。
認
定
を

受
け
た
企
業
は
」
2
0
1
5
年
以

降
で
基
準
年
を
定
め
、
最
低
5
年

～
最
長
1
0
年
内
に
▽
事
業
者
自
ら

の
直
接
排
出
▽
他
社
供
給
の
電

気
、
熟
、
蒸
気
の
使
用
に
伴
う
間

接
排
出
－
の
両
面
で
温
室
効
果
ガ

ス
を
パ
リ
協
定
が
求
め
る

水
準
（
中
小
企
業
は
年
4

・
2
％
以
上
）
で
削
減
を

実
行
す
る
。

同
社
の
目
標
は
2
1
年
度

を
基
準
に
3
0
年
ま
で
に
4
2

・
0
％
削
減
、
そ
れ
以
外

の
事
業
活
動
を
通
し
た
間

接
排
出
に
つ
い
て
も
削
減

を
約
束
し
た
。
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S
B
T
の
認
定
を
得

て
、
今
後
の
取
り
組

み
を
話
す
河
西
社
長

㊧
と
管
理
部
の
武
村

さ
ん

同
社
は
1
9
6
8
年
に
設
立

し
、
民
間
を
主
に
土
木
建
築
、
産

業
廃
棄
物
処
理
、
不
動
産
売
買
な

ど
広
く
手
掛
け
る
用
河
西
社
長
が

就
任
し
た
2
0
1
7
年
以
降
は
S

D
G
S
（
持
続
可
能
な
開
発
目

標
）
を
経
営
の
基
軸
に
据
え
て
環

境
保
全
へ
の
取
り
組
み
を
加
速
。

長
年
、
自
前
の
焼
却
炉
保
有
を
強

み
に
し
て
き
た
が
、
温
暖
化
対
策

と
し
て
2
0
年
に
廃
止
を
決
断
。
翌

年
度
に
は
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量

を
従
来
の
5
0
0
0
㌔
超
か
ら
2

1
3
㌦
、
約
兆
％
の
大
幅
削
減
を

実
行
し
た
。
今
回
の
認
定
で
は
こ

の
実
績
を
経
て
さ
ら
に
今
後
9
年

間
で
現
行
よ
り
4
2
％
の
排
出
量
削

減
を
目
指
す
。

今
年
度
か
ら
社
屋
全
館
の
照
明

L
E
D
化
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
両

へ
の
更
新
を
始
め
る
ほ
か
、
従

来
、
廃
棄
処
分
と
し
て
き
た
建
設

資
材
の
未
使
用
残
材
、
余
材
を
再

利
用
に
つ
な
や
社
内
の
情
報
共
有

と
仕
組
み
づ
く
り
を
研
究
。
鉄
骨

に
代
わ
り
木
造
の
中
・
大
規
模
施

設
建
築
を
新
た
に
商
品
化
し
、
顧

客
の
省
エ
ネ
、
施
工
コ
ス
ト
削
減

に
も
責
献
し
た
い
考
え
だ
。
社
内

や
現
場
で
I
T
を
活
用
し
た
作
業

効
率
の
向
上
、
精
度
の
標
準
化
も

模
索
す
る
。

河
西
社
長
は
「
事
業
を
拡
大
し

な
が
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
は
削

減
す
る
と
い
う
大
変
厳
し
い
実
行

を
自
ら
に
課
し
た
。
日
常
業
務
を

見
直
し
、
社
員
の
意
識
を
高
め
、

細
か
な
実
践
を
積
み
上
げ
て
達
成

を
目
指
す
」
と
し
、
「
業
界
に
先

ん
じ
た
活
動
で
顧
客
か
ら
選
ば
れ


